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1.　18年9月中間期の業績（平成18年4月1日～平成18年9月30日）

(1) 経営成績
　 売上高 営業利益 経常利益

　 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年9月中間期 1,327 (△14.2) 31 (△79.7) 32 (△82.3)

17年9月中間期 1,546 (　18.7) 154 ( 227.1) 181 ( 156.9)

18年 3　月 期 3,129 　 275 　 337 　

　
　 中間（当期）純利益 １株当たり中間(当期)純利益

　 百万円 ％ 円 銭

18年9月中間期 20 (△86.2) 3 82

17年9月中間期 149 ( 316.5) 27 71

18年 3 月 期 231 　 41 56
(注) ① 期中平均株式数 18年9月中間期 5,386,528株 17年9月中間期 5,389,021株 18年3月期 5,388,646株

　 ② 会計処理の方法の変更 無 　 　 　 　 　

　 ③ 売上高、営業利益、経常利益、中間(当期)純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　
(2) 財政状態

　 総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産
　 百万円 百万円 ％ 円 銭

18年9月中間期 5,466 4,218 77.2 783 17

17年9月中間期 5,292 4,216 79.7 782 37

18年 3 月 期 5,324 4,258 80.0 789 06
(注) ① 期末発行済株式数 18年9月中間期 5,386,341株 17年9月中間期 5,388,841株 18年3月期 5,386,771株

　 ② 期末自己株式数 18年9月中間期 336,159株 17年9月中間期 333,659株 18年3月期 335,729株

　

2.　19年3月期の業績予想（平成18年4月1日～平成19年3月31日）

　 売上高 経常利益 当期純利益
　 百万円 百万円 百万円

通期 3,100 180 115

　(参考)　１株当たり予想当期純利益（通期）21円35銭
　

3.　配当状況

・現金配当 1株当たりの配当金（円）

　 中間期末 期末 年間

18年3月期 7.5 7.5 15

19年3月期(実績) 7.5 ―
20

19年3月期(予想) ― 12.5

(注) 19年3月期末配当金の内訳 記念配当 5円 　 　

　　※　上記業績予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものです。
実際の業績等は、今後様々な要因により予想数値と異なる可能性があります。
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6. 中間財務諸表等

中間財務諸表

① 中間貸借対照表

　

　 　
前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　現金及び預金 　 　 1,747,440 　 　 1,803,439 　 　 1,829,275 　

　２　受取手形 ※２ 　 326,880 　 　 370,566 　 　 396,050 　

　３　売掛金 　 　 610,391 　 　 394,481 　 　 633,722 　

　４　たな卸資産 　 　 345,269 　 　 429,419 　 　 315,403 　

　５　繰延税金資産 　 　 32,715 　 　 37,632 　 　 29,585 　

　６　その他 　 　 25,412 　 　 23,720 　 　 11,105 　

　　　貸倒引当金 　 　 △932 　 　 △758 　 　 △1,018 　

　　　流動資産合計 　 　 3,087,176 58.3 　 3,058,501 55.9 　 3,214,123 60.4

Ⅱ　固定資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　有形固定資産 ※１ 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 建物 　 　 778,374 　 　 734,353 　 　 754,503 　

　　(2) 土地 　 　 896,260 　 　 1,027,570 　 　 883,760 　

　　(3) その他 　 　 52,285 　 　 84,606 　 　 56,029 　

　　　有形固定資産合計 　 　 1,726,921 32.6 　 1,846,530 33.8 　 1,694,293 31.8

　２　無形固定資産 　 　 35,338 0.7 　 80,862 1.5 　 74,091 1.4

　３　投資その他の資産 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 投資有価証券 　 　 133,038 　 　 263,653 　 　 134,873 　

　　(2) 繰延税金資産 　 　 190,605 　 　 92,520 　 　 85,673 　

　　(3) その他 　 　 121,071 　 　 124,659 　 　 121,078 　

　　　貸倒引当金 　 　 △1,656 　 　 △75 　 　 △75 　

　　　投資その他の
　　　資産合計

　 　 443,059 8.4 　 480,758 8.8 　 341,550 6.4

　　　固定資産合計 　 　 2,205,319 41.7 　 2,408,151 44.1 　 2,109,935 39.6

　　　資産合計 　 　 5,292,495 100 　 5,466,653 100 　 5,324,059 100
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前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(負債の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　流動負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　支払手形 　 　 406,342 　 　 405,237 　 　 431,408 　

　２　買掛金 　 　 166,156 　 　 125,137 　 　 143,760 　

　３　短期借入金 　 　 ― 　 　 309,100 　 　 ― 　

　４　１年以内償還社債 　 　 40,000 　 　 40,000 　 　 40,000 　

　５　賞与引当金 　 　 47,193 　 　 48,559 　 　 49,320 　

　６　未払法人税等 　 　 82,469 　 　 21,111 　 　 31,871 　

　７　その他 　 　 100,565 　 　 99,229 　 　 148,371 　

　　　流動負債合計 　 　 842,727 15.9 　 1,048,376 19.1 　 844,731 15.9

Ⅱ　固定負債 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　社債 　 　 40,000 　 　 ― 　 　 20,000 　

　２　退職給付引当金 　 　 52,520 　 　 48,902 　 　 52,721 　

　３　役員退職慰労引当金 　 　 138,706 　 　 148,440 　 　 145,773 　

　４　その他 　 　 2,500 　 　 2,500 　 　 2,500 　

　　　固定負債合計 　 　 233,726 4.4 　 199,842 3.7 　 220,995 4.1

　　　負債合計 　 　 1,076,454 20.3 　 1,248,219 22.8 　 1,065,726 20.0

(資本の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　資本金 　 　 1,075,400 20.3 　 ― ― 　 1,075,400 20.2

Ⅱ　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本準備金 　 　 942,600 　 　 ― 　 　 942,600 　

　　　資本剰余金合計 　 　 942,600 17.8 　 ― ― 　 942,600 17.7

Ⅲ　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　利益準備金 　 　 136,639 　 　 ― 　 　 136,639 　

　２　任意積立金 　 　 1,730,000 　 　 ― 　 　 1,730,000 　

　３　中間(当期)未処分
　　　利益

　 　 425,266 　 　 ― 　 　 467,299 　

　　　利益剰余金合計 　 　 2,291,906 43.3 　 ― ― 　 2,333,938 43.9

Ⅳ　その他有価証券
　　評価差額金

　 　 40,349 0.8 　 ― ― 　 42,202 0.8

Ⅴ　自己株式 　 　 △134,214 △2.5 　 ― ― 　 △135,808 △2.6

　　　資本合計 　 　 4,216,041 79.7 　 ― ― 　 4,258,332 80.0

　　　負債資本合計 　 　 5,292,495 100 　 ― ― 　 5,324,059 100
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前中間会計期間末

(平成17年９月30日)

当中間会計期間末

(平成18年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

(純資産の部) 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

Ⅰ　株主資本 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　資本金 　 　 ― ― 　 1,075,400 19.7 　 ― ―

　２　資本剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 資本準備金 　 ― 　 　 942,600 　 　 ― 　 　

　　　資本剰余金合計 　 　 ― ― 　 942,600 17.2 　 ― ―

　３　利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　(1) 利益準備金 　 ―
　

　 136,639 　 　 ―
　

　

　　(2) その他利益剰余金 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　　　　別途積立金 　 ―
　

　 1,830,000 　 　 ―
　

　

　　　　繰越利益剰余金 　 ―
　

　 339,653 　 　 ―
　

　

　　　利益剰余金合計 　 　 ― ― 　 2,306,293 42.2 　 ― ―

　４　自己株式 　 　 ― ― 　 △136,115 △2.5 　 ― ―

　　　株主資本合計 　 　 ― ― 　 4,188,177 76.6 　 ― ―

Ⅱ　評価・換算差額等 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　１　その他有価証券
　　　評価差額金

　 　 ― ― 　 30,256 0.6 　 ― ―

　　　評価・換算差額等
　　　合計

　 　 ― ― 　 30,256 0.6 　 ― ―

　　　純資産合計 　 　 ― ― 　 4,218,434 77.2 　 ― ―

　　　負債純資産合計 　 　 ― ― 　 5,466,653 100 　 ― ―
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② 中間損益計算書

　

　 　
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間

(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

区分
注記
番号

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

金額(千円)
百分比
(％)

Ⅰ　売上高 　 　 1,546,828 100 　 1,327,604 100 　 3,129,842 100

Ⅱ　売上原価 　 　 1,053,577 68.1 　 945,172 71.2 　 2,166,808 69.2

　　　売上総利益 　 　 493,250 31.9 　 382,431 28.8 　 963,034 30.8

Ⅲ　販売費及び一般管理費 　 　 339,064 21.9 　 351,102 26.4 　 687,434 22.0

　　　営業利益 　 　 154,186 10.0 　 31,329 2.4 　 275,601 8.8

Ⅳ　営業外収益 ※１ 　 32,400 2.1 　 29,457 2.2 　 71,803 2.3

Ⅴ　営業外費用 ※２ 　 4,673 0.3 　 28,553 2.2 　 9,750 0.3

　　　経常利益 　 　 181,913 11.8 　 32,234 2.4 　 337,654 10.8

Ⅵ　特別利益 　 　 169 0.0 　 836 0.1 　 84 0.0

Ⅶ　特別損失
※３
※４

　 76,373 4.9 　 51 0.0 　 77,257 2.5

　　　税引前中間(当期)
　　　純利益

　 　 105,710 6.9 　 33,019 2.5 　 260,481 8.3

　　　法人税、住民税
　　　及び事業税

　 79,868 　 　 19,136 　 　 45,400 　 　

　　　法人税等調整額 　 △123,500 △43,631 △2.8 △6,698 12,437 0.9 △16,709 28,690 0.9

　　　中間(当期)純利益 　 　 149,341 9.7 　 20,581 1.6 　 231,790 7.4

　　　前期繰越利益 　 　 275,924 　 　 ― 　 　 275,924 　

　　　中間配当額 　 　 ― 　 　 ― 　 　 40,416 　

　　　中間(当期)未処分
　　　利益

　 　 425,266 　 　 ― 　 　 467,299 　
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③ 中間株主資本等変動計算書

当中間会計期間(自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日)

　

　

株主資本

資本金

資本剰余金 利益剰余金

自己株式
株主資本　

合計
資本準備金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
別途積立金

繰越利益　
剰余金

平成18年３月31日残高　(千
円)

1,075,400 942,600 942,600 136,639 1,730,000 467,299 2,333,938 △135,808 4,216,130

中間会計期間中の変動額 　 　 　 　 　 　 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 　 　 　 △40,400 △40,400 　 △40,400

　利益処分による役員賞与 　 　 　 　 　 △7,826 △7,826 　 △7,826

　中間純利益 　 　 　 　 　 20,581 20,581 　 20,581

　別途積立金の積立 　 　 　 　 100,000 △100,000 - 　 -

　自己株式の取得 　 　 　 　 　 　 　 △306 △306

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

- - - - 100,000 △127,645 △27,645 △306 △27,952

平成18年９月30日残高　(千
円)

1,075,400 942,600 942,600 136,639 1,830,000 339,653 2,306,293 △136,115 4,188,177

　

　

評価・換算差額等

純資産合計その他
有価証券
評価差額金

評価・換算
差額等合計

平成18年３月31日残高(千円) 42,202 42,202 4,258,332

中間会計期間中の変動額 　 　 　

　剰余金の配当 　 　 △40,400

　利益処分による役員賞与 　 　 △7,826

　中間純利益 　 　 20,581

　自己株式の取得 　 　 △306

　株主資本以外の項目の中間
　会計期間中の変動額(純額)

△11,945 △11,945 △11,945

中間会計期間中の変動額合計
(千円)

△11,945 △11,945 △39,897

平成18年９月30日残高(千円) 30,256 30,256 4,218,434
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　

項目
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

１　資産の評価基準及

び評価方法

有価証券

子会社株式

　移動平均法による原価法

その他有価証券

　時価のあるもの

　　中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は、全部資本直入

法により処理し、売却

原価は、移動平均法に

より算定)

有価証券

子会社株式

同左

その他有価証券

　時価のあるもの

　　中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は、全部純資産直

入法により処理し、売

却原価は、移動平均法

により算定)

有価証券

子会社株式

同左

その他有価証券

　時価のあるもの

　　期末決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は、全部資本直入

法により処理し、売却

原価は、移動平均法に

より算定)

　 　時価のないもの

　　移動平均法による原価

法

　時価のないもの

同左

　時価のないもの

同左

　 　　なお、投資事業有限責

任組合及びそれに類す

る組合への出資(証券取

引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされ

るもの)については、組

合契約に規定される決

算報告日に応じて入手

可能な最近の決算書を

基礎とし、持分相当額

を純額で取り込む方法

によっております。

同左 　　　　　同左

　 　  (表示方法の変更)

   「証券取引法の一部を改

正する法律」(平成16

年法律第97号)が平成

16年６月９日に公布さ

れ、平成16年12月１日

より適用となること及

び「金融商品会計に関

する実務指針」(会計

制度委員会報告第14

号)が平成17年２月15

日付で改正されたこと

に伴い、当中間会計期

間から投資事業有限責

任組合及びそれに類す

る組合への出資(証券取

引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされ

るもの)を投資有価証券

として表示する方法に

変更いたしました。な

お、当中間会計期間の

投資有価証券に含まれ

る当該出資の額は、

41,089千円でありま

す。

―――

　

―――
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項目
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

　 たな卸資産

製品　　　個別法による原

価法

原材料　　総平均法による

原価法

仕掛品　　個別法による原

価法

たな卸資産

同左

たな卸資産

同左

　 デリバティブ取引により生

じる債権及び債務

　時価法

デリバティブ取引により生

じる債権及び債務

同左

デリバティブ取引により生

じる債権及び債務

同左

２　固定資産の減価償

却の方法

有形固定資産 定率法

ただし、平成10年4月1日以

降に取得した建物(附属設備

を除く)については、定額法

を採用しております。な

お、耐用年数及び残存価額

については、法人税法に規

定する方法と同一の基準に

よっております。

有形固定資産

同左

有形固定資産

同左

　 少額減価償却資産

取得価額10万円以上20万円

未満の少額減価償却資産に

ついては、３年間均等償却

少額減価償却資産

同左

少額減価償却資産

同左

　 無形固定資産

①市場販売目的ソフトウェ

ア

  見込販売収益(数量)また

は見込有効期間(３年)に

基づく定額法

②自社利用ソフトウェア

  社内における利用可能期

間(５年)に基づく定額法

無形固定資産

①市場販売目的ソフトウェ

ア

　　　　　同左

　

　

②自社利用ソフトウェア

　　　　　同左

無形固定資産

①市場販売目的ソフトウェ

ア

　　　　　同左

　

　

②自社利用ソフトウェア

　　　　　同左

　 長期前払費用

均等償却

なお、償却期間について

は、法人税法に規定する方

法と同一の基準によってお

ります。

長期前払費用

同左

長期前払費用

同左

３　繰延資産の処理方

法

社債発行差金

社債の償還期限までの期間

により均等償却を行ってお

ります

社債発行差金

―――

　

社債発行差金

同左
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項目
前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

４　引当金の計上基準 貸倒引当金

債権の貸倒による損失に備

えるため、一般債権につい

ては貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権に

ついては、個別に回収可能

性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

貸倒引当金

同左

貸倒引当金

同左

　 賞与引当金

従業員に対して支給する賞

与の支出に充てるため、支

給見込額に基づき計上して

おります。

賞与引当金

同左

賞与引当金

同左

　 退職給付引当金

従業員の退職給付に備える

ため、当中間会計期間末に

おける退職給付債務及び年

金資産の金額に基づき、計

上しております。

退職給付引当金

同左

退職給付引当金

従業員の退職給付に備える

ため、当期末における退職

給付債務及び年金資産の金

額に基づき計上しておりま

す。

　 役員退職慰労引当金

役員の退職金支給に備える

ため内規に基づき、中間期

末退職要支給額を計上して

おります。

役員退職慰労引当金

同左

役員退職慰労引当金

役員の退職金支給に備える

ため内規に基づき、期末退

職要支給額を計上しており

ます。

５　外貨建の資産及び

負債の本邦通貨へ

の換算基準

外貨建金銭債権債務は、中

間決算日の直物為替相場に

より円貨に換算し、換算差

額は損益として処理してお

ります。

同左 外貨建金銭債権債務は、決

算日の直物為替相場により

円貨に換算し、換算差額は

損益として処理しておりま

す。

６　その他中間財務諸

表(財務諸表)作成

のための基本とな

る重要な事項

消費税等の会計処理につい

て

消費税及び地方消費税につ

いては、税抜方式により処

理しております。仮払消費

税等と仮受消費税等は、中

間期末で相殺処理をして、

差額は流動負債「その他」

に含めて計上しておりま

す。

消費税等の会計処理につい

て

同左

消費税等の会計処理につい

て

消費税及び地方消費税につ

いては、税抜方式により処

理しております。
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

　

前中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

(固定資産の減損に係る会計基準)

当中間会計期間より、固定資産の減

損に係る会計基準（「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会　平成14年8

月9日)）及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第6号　平成15年10月31

日)を適用しております。これにより

税金等調整前中間純利益は72,271千

円減少しております。

なお、減損損失累計額については、

改正後の中間財務諸表規則に基づき

各資産の金額から直接控除しており

ます。

―――

　

　

(固定資産の減損に係る会計基準)

当事業年度より、固定資産の減損に

係る会計基準（「固定資産の減損に

係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会　平成14年8月

9日)）及び「固定資産の減損に係る

会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第6号　平成15年10月31日)

を適用しております。これにより税

金等調整前当期純利益は72,271千円

減少しております。

なお、減損損失累計額については、

改正後の財務諸表規則に基づき各資

産の金額から直接控除しておりま

す。

―――

　
(貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）

当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第5号　平成17年

12月9日)及び「貸借対照表の純資産

の部の表示に関する会計基準等の適

用指針」(企業会計基準適用指針第8

号　平成17年12月9日）を適用してお

ります。これまでの資本の部の合計

に相当する金額は4,218,434千円であ

ります。なお、当中間会計期間にお

ける中間貸借対照表の純資産の部に

ついては、中間財務諸表等規則の改

正に伴い、改正後の中間財務諸表等

規則により作成しております。

―――

　

　

注記事項

(中間貸借対照表関係)

　
前中間会計期間末
(平成17年９月30日)

当中間会計期間末
(平成18年９月30日)

前事業年度末
(平成18年３月31日)

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

1,422,777千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

1,474,031千円

※１　有形固定資産の減価償却累計

額

1,441,732千円

※２　　　　　―――

　
※２ （追加情報）

　　中間会計期間末日満期手形

は、手形交換日をもって決済

処理しております。従って、

当中間会計期間は、金融機関

の休日であった為、中間会計

期間末日満期手形が以下の科

目に含まれております。

　 受取手形　　　　51,694千円

※２　　　　　―――
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(中間損益計算書関係)
　

前中間会計期間
(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 9千円

受取配当金 6,743千円

受取賃貸料 13,497千円

投資事業組合
運用益

10,761千円

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 107千円

受取配当金 7,396千円

受取賃貸料 13,102千円

投資事業組合
運用益

5,149千円

※１　営業外収益の主要項目

受取利息 20千円

受取配当金 7,031千円

受取賃貸料 26,519千円
投資事業組合
運用益

32,472千円

※２　営業外費用の主要項目

社債利息 1,296千円

たな卸資産
評価損

1,057千円

たな卸資産
処分損

1,861千円

※２　営業外費用の主要項目

社債利息 178千円

支払利息 925千円

たな卸資産
評価損

25,104千円

たな卸資産
処分損

257千円

※２　営業外費用の主要項目

社債利息 1,448千円

たな卸資産
評価損

1,955千円

たな卸資産
処分損

6,299千円

※３　特別損失の主要項目

投資有価証券
評価損

2,800千円

減損損失 72,271千円

※３　　　　―――　　　　　

　

※３　特別損失の主要項目

投資有価証券

評価損
2,800千円

減損損失 72,271千円
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前中間会計期間

(自　平成17年４月１日
至　平成17年９月30日)

当中間会計期間
(自　平成18年４月１日
至　平成18年９月30日)

前事業年度
(自　平成17年４月１日
至　平成18年３月31日)

※４　減損損失

当中間会計期間において、以下の資

産グループについて減損損失を計上

いたしました。

用　  途 種  　類 場　         所

ＩＣ事業 建物 大阪府堺市石津北

　 構築物 　

　 機械装置 　

　 工具器具
備品

　

　 　

保養所 土地 埼玉県三郷市笹塚

当社は、管理会計上の区分に基づき

資産のグルーピングを行っておりま

す。ＩＣカード事業に関しては、営

業損益が前事業年度まで過去２年間

赤字であり、当中間会計期間も黒字

が達成できず、今後も黒字の見通し

が立たなくなったため、上記資産グ

ループを回収可能額まで減額し、当

該減少額を減損損失57,386千円とし

て計上いたしました。

その内訳は、ＩＣ事業については、

建物21,195千円、構築物271千円、機

械装置32,203千円、工具器具備品

3,715千円であります。

なお、当該資産グループの回収可能

額は使用価値を使用し、割引率は5％

であります。

また、保養所につきましては当下期

に売却予定であるため、正味売却価

額（契約による売却価額）に基づく

回収可能額まで減額し、減少額を減

損損失14,885千円として計上いたし

ました。

※４　　　　―――　　　　　

　

　

※４　減損損失

当事業年度において、以下の資産グ

ループについて減損損失を計上いた

しました。

用　  途 種  　類 場　         所

ＩＣ事業 建物 大阪府堺市石津北

　 構築物 　

　 機械装置 　

　 工具器具
備品

　

　 　

保養所 土地 埼玉県三郷市笹塚

当社は、管理会計上の区分に基づき

資産のグルーピングを行っておりま

す。ＩＣカード事業に関しては、営

業損益が前事業年度まで過去２年間

赤字であり、当事業年度も黒字が達

成できず、今後も黒字の見通しが立

たなくなったため、上記資産グルー

プを回収可能額まで減額し、当該減

少額を減損損失（57,386千円）とし

て計上いたしました。

その内訳は、ＩＣ事業については、

建物21,195千円、構築物271千円、機

械装置32,203千円、工具器具備品

3,715千円であります。

なお、当該資産グループの回収可能

額は使用価値を使用し、割引率は5％

であります。

また、保養所につきましては、当事

業年度の期首時点において遊休資産

としており、当下期に売却予定であ

ったことから、当中間期末時点で正

味売却価額（契約による売却価額）

に基づく回収可能価額まで減額し、

減少額を減損損失（14,885千円）と

して計上いたしました。なお、当保

養所は当下期において、売却してお

ります。

　５　減価償却実施額

有形固定資産 29,717千円

無形固定資産 4,101千円

　５　減価償却実施額

有形固定資産 33,882千円

無形固定資産 9,989千円

　５　減価償却実施額

有形固定資産 62,060千円

無形固定資産 10,319千円

　

(中間株主資本等変動計算書関係)

当中間会計期間（自　平成18年４月１日　至　平成18年９月30日）

１　自己株式に関する事項

株式の種類 前事業年度末 増加 減少 当中間会計期間末

普通株式（株） 335,729 430 ― 336,159
　

　　（変動事由の概要）

　　増加数の主な内訳は、次のとおりであります。

　　　単元未満株式の買取りによる増加　　430　株
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有価証券関係

前中間会計期間末(平成17年９月30日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

当中間会計期間末(平成18年９月30日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

前事業年度末(平成18年３月31日)

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは、ありません。

　

１株当たり情報

中間連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

　

継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

    前中間会計期間(自　平成17年4月1日　至　平成17年9月30日)

　　　該当する事項はありません。

　　当中間会計期間(自　平成18年4月1日　至　平成18年9月30日)

　　　該当する事項はありません。

　　前事業年度(自　平成17年4月1日　至　平成18年3月31日)

　　　該当する事項はありません。
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